
団体名 郡山市

１　一般会計及び特別会計の財政状況（主として普通会計に係るもの） （百万円）

歳入 歳出 形式収支 実質収支 地方債現在高
他会計からの

繰入金

一般会計 103,947 100,369 3,578 2,930 104,751 375

公共用地先行取得事業特別会計 5 5 0 0 0 4

荒井北井土地区画整理事業特別会計 47 47 0 0 40 47

富田第一土地区画整理事業特別会計 32 32 0 0 82 31

中谷地土地区画整理事業特別会計 8 8 0 0 12 8

富田第二土地区画整理事業特別会計 104 104 0 0 990 104

伊賀河原土地区画整理事業特別会計 738 720 18 0 531 280

徳定土地区画整理事業特別会計 47 47 0 0 22 20

南拠点土地区画整理事業特別会計 358 358 0 0 4,322 358

大町土地区画整理事業特別会計 125 125 0 0 9 60

郡山駅西口再開発事業特別会計 329 329 0 0 3,169 329

母子寡婦福祉資金貸付金特別会計 70 28 42 42 0 8

普通会計 105,810 102,172 3,638 2,972 113,928 1,624

多田野財産区特別会計 26 5 21 21 0 0

河内財産区特別会計 11 4 7 7 0 0

片平財産区特別会計 8 6 2 2 0 0

月形財産区特別会計 0 0 0 0 0 0

舟津財産区特別会計 13 1 12 12 0 0

舘財産区特別会計 17 1 16 16 0 0

浜路財産区特別会計 2 0 2 2 0 0

横沢財産区特別会計 9 1 8 8 0 0

中野財産区特別会計 8 1 7 7 0 0

後田財産区特別会計 4 0 4 4 0 0

赤津財産区特別会計 24 6 18 18 0 0

三代財産区特別会計 33 5 28 28 0 0

福良財産区特別会計 27 2 25 25 0 0

２　１以外の特別会計の財政状況（公営事業会計に係るもの） （百万円）

総収益
（歳入）

総費用
（歳出）

純損益
（形式収支）

不良債務
（実質収支）

地方債現在高
他会計からの

繰入金

水道事業会計 8,291 7,869 422 0 26,976 360

工業用水道事業会計 57 57 0 0 106 7

簡易水道事業特別会計
（歳入）

194
（歳出）

197
（形式収支）

0
（実質収支）

0
2,058 145

電気事業（想定企業会計）
（歳入）

100
（歳出）

100
（形式収支）

0
（実質収支）

0
356 66

総合卸売市場特別会計
（歳入）

864
（歳出）

864
（形式収支）

0
（実質収支）

0
12,272 589

熱海温泉事業特別会計
（歳入）

104
（歳出）

67
（形式収支）

191
（実質収支）

191
0 0

宅地造成事業特別会計
（歳入）
1,524

（歳出）
1,540

（形式収支）
52

（実質収支）
0

1,601 731

駐車場事業特別会計
（歳入）

250
（歳出）

250
（形式収支）

0
（実質収支）

0
1,603 152

公共下水道事業特別会計
（歳入）
13,657

（歳出）
13,599

（形式収支）
65

（実質収支）
0

89,343 4,858

特定環境保全公共下水道事業
（歳入）

510
（歳出）

510
（形式収支）

0
（実質収支）

0
5,052 235

農業集落排水事業特別会計
（歳入）
1,198

（歳出）
1,198

（形式収支）
0

（実質収支）
0

8,434 379

国民健康保険特別会計
（歳入）
28,740

（歳出）
27,521

（形式収支）
1,219

（実質収支）
1,219

0 1,775

老人保健特別会計
（歳入）
25,907

（歳出）
25,907

（形式収支）
0

（実質収支）
0

0 2,037

介護保険特別会計
（歳入）
12,265

（歳出）
12,134

（形式収支）
131

（実質収支）
131

0 1,850

　（注）　１．法適用企業とは、地方公営企業法を適用している公営企業である。

　　　　　２．不良債務が～百万円となるときは、「△～」と表記している。
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３　関係する一部事務組合等の財政状況 （百万円　，　％）

歳入
（総収益）

歳出
（総費用）

形式収支
（純損益）

実質収支
（不良債務）

地方債現在高
当該団体の
負担割合

郡山地方広域市町村圏組合 48 39 9 9 0 43.87

郡山地方広域消防組合 4,092 4,040 52 52 1,650 73.83

県中地域水道用水供給企業団
（総収益）

0
（総費用）

0
（純損益）

0
（不良債務）

0
26 4.44

福島県市町村総合事務組合 12,412 11,895 517 517 0 0.51

４　第三セクター等の経営状況及び地方公共団体の財政的支援の状況

経常損益
（千円）

資本又は
正味財産
（千円）

当該団体か
らの出資金

（千円）

当該団体か
らの補助金

（千円）

当該団体から
の貸付金
（千円）

当該団体からの
債務保証に係る
債務残高（百万

円）

備考

財団法人
郡山市健康振興財団

△ 11 40,445 15,000 61,716 0 0

財団法人
郡山地域テクノポリス推進機構

38,134 1,736,321 195,942 7,303 0 0

財団法人
郡山コンベンションビューロー

△ 3,015 134,416 60,000 25,300 0 0

財団法人
郡山市観光交流振興公社

204,560 244,560 793,283 54,509 0 0

財団法人
郡山市開発公社

5,552 2,692,964 10,000 0 0 0

郡山東部開発株式会社 △ 3,920 77,465 1,613,000 0 0 0

郡山駅西口再開発株式会社 80,720 △ 7,261 102,000 0 219,000 0

財団法人
郡山市文化・学び振興公社

196,271 256,271 195,984 14,704 0 0

財団法人
郡山地方土地開発公社

△ 11,301 162,203 10,000 0 0 204

　（注）　損益計算書を作成していない民法法人は「経常損益」の欄には当期正味財産増減額を記入している。

５　財政指数

　（注）　実質公債費比率は、平成１８年度の起債協議等手続きにおいて用いる平成１５年度から平成１７年度の３カ年平均である。

財政力指数

実質公債費比率

実質収支比率

経常収支比率

0.72

14.7 84.1

当該団体からの
損失補償に係る
債務残高（百万

円）

4,364

0

0

0

0

0

4.6

0

0

0

法適用企業

備考


